





























                                                 
1 二人の匿名レフリーの審査意見に感謝申します。すべての文責は筆者に帰する。 
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2 21 世紀に入ってから、台日関係の進展は 2001 年李登輝元総統訪日、2002 年日米協






















る。日本経済産業省は 2002 年に 26 ヶ国の統計資料を整理して同じ
く 6 つの発展段階に分けた5。国際収支表は一国の国際経済関係を簡
                                                 
3 Crowther, G., Balance and Imbalance Payments (Cambridge: Harvard University, 1957); 
Charles P. Kindleberger, International Economics (Illinois: Irwin, 1965). 
4 一国の経済発展と国際収支構造の変化を歴史的にたどると、未成熟債務国から成熟
債務国、債務返済国、未成熟債権国、成熟債権国、債権取り崩す国への発展段階論
である。一方、サムエルソンは new borrower, evolved borrower, new lender, evolved 
lender の 4 つ段階に分けた。ポール,サミュエルソン『サムエルソン経済学』都留重
人訳、（岩波書店、1976）、1102~1103 ページ。その後、Razgallah B.は 2004 年に 194
ヶ国の 1990 年代の統計資料を分析して、サムエルソンの 4 段階論を精緻化して 5 つ
の発展段階に拡充した。Razgallah, B. “The balance of payments stages ‘hypothesis’: A 
reappraisal.” Presented at the 21st Symposium on Banking and Monetary Economics in Nice 
(2004), pp. 9~15. 
5 経済産業省『平成 14 年版通商白書』（ぎょうせい、2002 年）、第三節。 
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6 Charles P. Kindleberger and Peter H. Lindert, International Economics, seventh edition 
(Illinois:Irwin, 1982), p. 276. 
7 Pol Antràs and Elhanan Helpman “Global sourcing,” Journal of Political Economy, Vol. 112 
(November 2004), pp. 552~580; Banri Ito, Eiichi Tomiura and Ryuhei Wakasugi, “Dissecting 
Offshore Outsourcing and R&D: A Survey of Japanese Manufacturing Firms,” RIETI 
Discussion Paper Series, 07-E-060 (November 2007); Banri Ito, Eiichi Tomiura and Ryuhei 
Wakasugi, “Technological Knowledge and Offshore Outsourcing Evidence from Japanese 
firm-level data,” RIETI Discussion Paper Series, 11-E-052 (May 2011); Eiichi Tomiura, 
“Foreign Outsourcing, Exporting, and FDI: A Productivity Comparison at the Firm Level,” 
Journal of International Economics, Vol. 72 (May 2007), pp. 113~127. 






表 1 が示すように、1980 年代に台日貿易総額は 200 億ドル、1990
年代に 400 億ドルを超え、2005 年に 600 億ドル、そして 2011 年には
700 億ドルを突破した。そのうち、台湾の対日輸出入額もそれぞれ持
続的に拡大している。対日輸出は 1990 年代中葉に 100 億ドル、2005
年には 150 億ドル、2011 年には 180 億ドルを突破した。一方、対日
輸入は 1990 年代中期に 200 億ドル、2000 年には 300 億ドル、2005












支は 1980 年代以降、赤字が持続的に拡大した。貿易赤字は 1990 年
代に 100 億ドルを超え、2000 年以降 200 億ドル、2010 年には 300 億
ドルを突破した。そして、台日貿易赤字が台日貿易総額に占める割
合は 1987 年の 26% から 2010 年の 48.5% に増大した。戦後台湾の
 －38－ 





表 1 台湾の対日貿易（1987-2010）         （億ドル；%） 















1987 187.8  21.3 69.6 13.0 118.2 34.3 -48.6  
1988 235.9  21.4 87.7 14.5 148.2 29.9 -60.6  
1989 250.9  21.2 90.6 13.7 160.3 30.7 -69.6  
1990 243.4  20.0 83.4 12.4 160.0 29.2 -76.6  
1991 280.3  20.2 91.7 12.0 188.6 30.0 -96.9  
1992 306.8  20.0 88.9 10.9 217.9 30.3 -129.0  
1993 321.6  19.9 89.7 10.6 231.9 30.1 -142.2  
1994 350.2  19.6 102.2 11.0 247.9 29.0 -145.7  
1995 434.2  20.2 131.6 11.8 302.7 29.2 -171.1  
1996 411.7  18.9 136.6 11.8 275.0 26.9 -138.3  
1997 407.1  17.2 116.9 9.6 290.2 25.4 -173.3  
1998 363.2  16.9 93.2 8.4 270.2 25.8 -176.8  
1999 424.9  18.3 119.0 9.8 305.9 27.6 -186.9  
2000 551.6  19.1 166.0 11.2 385.6 27.5 -219.6  
2001 389.6  16.6 130.2 10.3 259.3 24.0 -129.1  
2002 397.3  16.0 123.7 9.1 273.6 24.2 -149.9  
2003 451.5  16.2 124.3 8.3 327.2 25.6 -202.9  
2004 575.2  16.4 138.1 7.6 437.2 25.9 -299.1  
2005 611.6  16.1 151.1 7.6 460.5 25.2 -309.4  
2006 625.8  14.7 163.0 7.3 462.8 22.8 -299.8  
2007 618.7  13.3 159.3 6.5 459.4 21.0 -300.0  
2008 640.6  12.9 175.6 6.9 465.1 19.3 -289.5  
2009 507.2  13.4 145.0 7.1 362.2 20.8 -217.2  













日本の台湾に対する直接投資は、1952 年から 2010 年末までの統計
で、累計 6,450 件、164.52 億ドルに達し、台湾の海外直接投資累計
額 1,109.3 億ドルの 15%、総件數 27,908 件の 23% を占め、日本の対
台直接投資累計金額は第一位の米国の 216.25 億ドル（19%）より少





長する時期は 1985 年のプラザ合意（Plaza Accord）以降のことであ
る。  
プラザ合意以降、急激な円高が進み、1985 年に 1 ドル＝250 円で
あったのが、三年後には 125 円まで上昇したことから、台湾に対す
る直接投資は従って顕著に急増した。1980 年代、1986~89 年の年平
均投資件數は 1980~85 年の 33 件から 190 件、年平均金額は 1.27 億
ドルから 4.5億ドルに増えた。そして表 2を見ればわかるように、1980
年代の年平均投資額は 2.56 億ドルで、1970 年代の平均投資額 0.34
億ドルの 7.5 倍になり、年平均件数は 96 件で、1970 年代の同 48 件
の 2 倍になった。1990 年代に入ると直接投資は持続的に増加し、年
                                                 
8 海外直接投資（FDI: Foreign Direct Investment）のことを指す。 
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平均金額は 5.5 億ドルとなり、1980 年代の 2 倍になり、年平均件數
は 162 件となり、1980 年代の 1.7 倍になった。2000 年以降も日本の
対台湾直接投資は持続的に増加し、平均金額は 7.25 億ドル、1990 年
代の 1.3 倍、年平均投資件數は 272 件、1990 年代の 1.7 倍となった。  
 
表 2 戦後日本の対台湾年代別直接投資      （件；千ドル） 
 総件数  年平均件数 総金額  年平均金額  
1952-59 19 2 4,370 546 
1960-69 387 39 69,032 6,903 
1970-79 480 48 342,185 34,219 
1980-89 955 96 2,567,435 256,744 
1990-99 1,615 162 5,495,636 549,564 







ブル経済の崩壊まで、1997 年のアジア金融危機から 2002 年台湾の
WTO 加盟まで、そして 2006 年から 2008 年世界金融危機の発生まで
の三つの期間で急増してきた。とりわけ日本の対台湾直接投資件数
の推移においては、バブル経済崩壊直前の 1989 年、台湾の WTO 加





























































































一方、日本に対する台湾の直接投資は 1952 年から 2011 年末の累
計額が 15.8 億ドルに達し、中国以外の国家・地域に対する台湾の直
接投資の累計額の 2.3% を占め、累計件数は 538 件で、総累計件数
の 4.1% を占めるようになった。  
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３ 台日経済関係の現状 















                                                 
9 2009、2010 年日本対台湾の特許等使用料収支は日本銀行国際収支表より、黒字であ
ることがわかる。 
 日本サービス収支/特許等使用料  （億円） 
対台湾 受取 支払 収支尻
2009 783 27 755 
2010 925 14 911 
 （出典）日本銀行時系列検査データ検索サイト、
http://www.stat-search.boj.or.jp/ssi/html/nme_R020CV.26383.20120806162554.02.html。 
 詳細は任燿廷『東亞區域的經濟發展與日本』（台北：秀威資訊科技、2009 年）、頁 110
を参照のこと。 
10 台湾に対する日本のこの国際収支構造は過去 20 年変わらなかった。詳細は任燿廷、
前掲書、頁 109~110 を参照のこと。 























 経常収支 資本収支  
  貿易サービス収支   投資収支  
   貿易収支   
 
























年度 21,850 21,222 18,441 30,904 12,463 2,781 637 418 -537 -543 -273 92 -4 -359 
2010 
年度 31,801 31,425 27,390 42,381 14,991 4,035 421 422 -609 -613 122 348 -3 -1,080 
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工業製品に集中している11。2011 年の 11 月までの累計では、日本か
ら台湾への輸出は工業製品が 92.4% を占め、台湾からの輸入は、工
業製品が 82.7% を占める。2000 年以来、日本から台湾への工業製品
の輸出は日本の工業製品輸出の 4 番目の相手で、日本から台湾への
工業製品の輸入は日本工業製品輸入の 5 番目になっている。  
 
                                                 
11 工業製品の全品目商品輸出と輸入に占める比重は 2000 年に 93.8% と 89.3%、2005
年に 93.2% と 83.5% であった。 
表 4-1 2000 年、2005 年の日本対台湾品目別貿易 















食料品、動植物生産品 350 504 1.1 2 食料品、動植物生産品 996 1,053 5.8 13 
原料品 460 839 1.9 3 原料品 350 465 2.6 16 
鉱物性燃料 676 119 0.3 7 鉱物性燃料 31 177 1 26 
工業製品 33,831 40,927 93.2 4 工業製品 16,053 15,190 83.5 5 
特殊取扱品 1,346 1,521 3.5 6 特殊取扱品 538 1,301 14.3 2 
 （出典）日本貿易振興機構「貿易統計データベース」、 
     http://www.jetro.go.jp/world/japan/stats/trade/。 
 （注）世界順位は 2005 年。 
2012 年 7.8.9 月号 台日経済産業関係の回顧と展望 
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表 4 日本対台湾品目別貿易           （百万ドル、%） 
対台湾 










比重 世界 順位 
食料品、 
動植物生産品 612 565 1.2 3
食料品、 
動植物生産品 845 831 3.9 19 
原料品 735 564 1.2 4 原料品 542 669 3.1 17 
鉱物性燃料 241 214 0.5 9 鉱物性燃料 72 150 0.7 35 
工業製品 47,068 43,027 92.4 4 工業製品 18,929 17,611 82.7 5 










                                                 
12 機械製品の工業製品輸出と輸入に占める比重は 2000 年に 66.2% と 66.4%、2005 年に
59.6% と 56.9% であった。 
表 5-1 2000 年、2005 年日本対台湾工業製品別貿易        （百万ドル、%） 
対台湾工業 











化学品 5,065 7,563 17.2 3 化学品 1,224 1,415 7.8 9 
機械製品 23,884 26,174 59.6 3 機械製品 11,925 10,353 56.9 5 
繊維製品 375 294 0.7 6 繊維製品 281 262 1.4 9 
金属製品 2,587 4,072 9.3 4 金属製品 979 1,354 7.4 6 
非金属鉱物製品 739 1,162 2.6 2 非金属鉱物製品 162 246 1.4 6 
その他原料別製品 415 402 0.9 6 その他原料別製品 161 227 1.2 11 
雑貨製品 766 1,260 2.9 5 雑貨製品 1,321 1,334 7.3 5 
 （出典）日本貿易振興機構「貿易統計データベース」、 
     http://www.jetro.go.jp/world/japan/stats/trade/。 
 （注）世界順位は 2005 年。 
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化学品 10,531 10,380 22.3 3 化学品 2,177 2,496 11.7 8 
機械製品 26,834 23,092 49.6 4 機械製品 12,176 10,305 48.4 5 
繊維製品 211 221 0.5 7 繊維製品 326 400 1.9 8 
金属製品 5,407 5,623 12.1 4 金属製品 1,538 1,911 9 5 
非金属鉱物製品 2,225 1,988 4.3 2 非金属鉱物製品 523 533 2.5 3 
その他原料別製品 480 468 1 8 その他原料別製品 276 296 1.4 10 




表 6 の 2011 年台日貿易における工業製品の上位 10 品目から、台
日貿易の進化を見ることができる。台湾に対する日本の輸出は ICT
（Information Communication Technology）製品に関する製造設備、部
品（HS 84, 85, 38, 70, 74, 90）に集中している。日本に対する台湾の
輸出も ICT 製品に関する部品（HS 84, 85, 39, 90）に集中している。
                                                 
13 詳細は任燿廷、前掲書、38 ページ、表 2-7 を参照のこと。 








表 6 台湾対日本貿易上位 10 位工業製品     （百万ドル、%） 


















































2 2,599 1,812 3.9 23.7 2 0 再輸入品、航空機用
品 
1 2,512 1,951 9.2 17.3 
3 0 再輸出品 7 3,022 1,727 3.7 4.8 3 854232 記憶素子 IC・LSI 1 3,939 1,856 8.7 42.6 
4 854239 その他の IC・LSI 3 1,442 1,213 2.6 11.7 4 852351 不揮発性半導体記憶
装置 
1 1,030 734 3.4 62.6 
5 290243 バラーキシレン 2 790 1,114 2.4 31.7 5 854231 プロセッサー・コン
トローラーIC・LSI 




1 843 1,063 2.3 48.8 6 847330 コンピュータ等の部
品 





1 1,100 969 2.1 26.7 7 390760 ポリ（エチレンテレ
フタレート） 




2 1,063 935 2 38.9 8 854140 光電性半導体デバイ
ス及び発光ダイオー
ド 
2 498 366 1.7 17.3 
9 382490 その他の化学工業
で残留物 
2 782 848 1.8 18.3 9 852340 光学媒体 1 280 294 1.4 32.5 
10 740311 陰極銅・その切断
片 
2 771 799 1.7 24.4 10 900211 写真機・映写機用対
物レンズ 













3 品目は同製品の国別輸出における 1 位、5 品目は 2 位、1 品目は 3
位を占めている。日本が台湾から輸入する工業製品の上位 10 品目の










表 7 台湾の対日本と中国貿易収支          （億ドル） 
台湾対日本 輸出額 輸入額 貿易収支 台湾対中国 輸出額 輸入額 貿易収支 
2000 166.0 385.6 -219.6 2000 42.2 62.2 -20.1 
2001 130.2 259.3 -129.1 2001 49.0 59.0 -10.1 
2002 123.7 273.6 -149.9 2002 105.3 79.7 25.6 
2003 124.3 327.2 -202.9 2003 228.9 110.2 118.7 
2004 138.1 437.2 -299.1 2004 363.5 167.9 195.6 
2005 151.1 460.5 -309.4 2005 436.4 200.9 235.5 
2006 163.0 462.8 -299.8 2006 518.1 247.8 270.3 
2007 159.3 459.4 -300.0 2007 624.2 280.1 344.0 
2008 175.6 465.1 -289.5 2008 668.9 313.9 354.9 
2009 145.0 362.2 -217.2 2009 542.5 244.2 298.3 









表 8 日本の対台湾と中国貿易収支          （億ドル） 
日本対台湾 輸出額 輸入額 貿易収支 日本対中国 輸出額 輸入額 貿易収支 
2000 360.5  179.7 180.9 2000 304.3 553.0 -248.8  
2001 243.4  142.8 100.6 2001 310.9 581.0 -270.1  
2002 262.0  135.3 126.8 2002 398.7 616.9 -218.3  
2003 311.7  142.5 169.3 2003 572.2 751.9 -179.3  
2004 419.6  166.7 252.9 2004 738.2 942.3 -204.1  
2005 439.1  181.9 257.2 2005 803.4 1091.0 -287.6  
2006 441.5  203.4 238.1 2006 928.5 1185.2 -256.6  
2007 447.8  198.1 249.7 2007 1090.6 1276.4 -185.8  
2008 457.1  216.4 240.7 2008 1240.4 1423.4 -183.0  




日中貿易の構造的特徴は表 9 の日中工業製品貿易の上位 10 品目か
ら見ることができる。日本は中国に対して輸送機械、ICT 関連、一
般機械などの製造設備・装置及び部品（HS 87, 84, 85, 90, 74）を輸出
し、中国から ICT の最終財、音響映像、家電製品とその部品、織物
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表 9 日本対中国貿易上位 10 位工業製品  






























































1 0 再輸出品 1 7,554 6,043 4.1 16.7 1 847130 携帯用の自動データ処理機械  1 5,998 6,869 4.1 96.3 
2 870323 乗用車（ガソリン
エンジン、1500cc
超 3000cc 以下） 
2 4,524 3,877 2.6 9.7 2 851712 携帯回線網用その他の無線回線
網用の電話  
1 4,246 6,428 3.8 79.2 
3 870840 ギヤボックス及び
その部分品  
1 3,890 3,823 2.6 25.4 3 852872 その他のテレビジョン受像機器
（カラーのものに限る） 
1 3,841 3,324 2 67 
4 854232 記憶素子 IC・LSI 2 2,615 3,152 2.1 35.5 4 852990 送信・受信・受像機器の部品  1 2,471 2,590 1.5 64.5 
5 901380 液晶デバイス  1 2,820 3,109 2.1 44.1 5 611030 ジャージー・トレーナー（人造繊維製、メリヤス・クロセ編み）




1 2,708 2,495 1.7 39.7 6 851762 音声、画像その他のデータを受
信・変換・送信・再生する電話
機等 
1 1,828 2,143 1.3 45.7 




1 1,337 2,298 1.6 51.6 8 852190
その他のビデオ記録・再生機器




1 2,232 2,193 1.5 36.3 9 847150
自動データ処理機械の処理装置 
1 1,902 1,741 1 61.4 
10 845710 マシニングセンタ
ー  
































                                                 
14 ｢六重苦克服の試金石｣『日経ビジネス』2011 年 11 月 7 日、46~48 ページ。 
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済は復興が開始したばかりにもかかわらず、2011 年 10 月には米ドル
























2012 年 7.8.9 月号 台日経済産業関係の回顧と展望 
－53－ 
た。2011 年、米ドルに対する日本円の為替レートは 1985 年より 66.5% 












































































と、日本の法人税率は純利益 8 百萬円以上が 40.87%（中央が 30%）、
韓国の法人税率は純利益 2 億ウォン以上が 24.2%（中央が 22%、地
方が 2.2%）、台湾の法人税率は純利益 12 萬元以上が 17%で、中国の
法人税率は 25% である。日本の業務用電気料金は 1 キロワットあた
り 0.13 ドルで、韓国は 0.06 ドル、台湾は 0.08-0.11 ドルで、中国は
0.03~0.16 ドルである。日本製造業の平均賃金は 3,098.9 ドル、韓国
 －54－ 
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は 1,220 ドル、台湾は 939 ドル、中国は 235 ドルである16。  
環境保全コストにおいて、2005 年京都議定書発効後、日本は CO2
排出量を 2008－2012 年の年平均に 1990 年比の 6% 減とする義務を
果たしてきた。2009 年に鳩山由紀夫元首相は国連で日本は 2025 年ま
でに CO2 排出量を 1990 年比の 25% 減とする目標宣言を発表した。
よって、ポスト京都議定書の COP17 において、日本はいっそう CO2
排出量を削減する厳しい義務を果たさなければならなくなっている。 
そして日本が締結した FTA/EPA の貿易カバー率、即ち EPA の効力
が発生している国々との貿易額が日本の貿易総額に占める割合は
17.6% でしかない。韓国が FTA を締結した国々との貿易カバー率は、
最近発効した米韓 FTA を含むと、全体で 35.6% に達している。台湾




                                                 
16 2010 年度日本貿易振興機構の調查結果は、米ドルに対する各国の為替レート、1 ド








17 作者が計算した。FTA 貿易カバー率は、一国の商品貿易に占める FTA 締結国との貿
易量の比重であり、FTA の締結による貿易利得を測る目安の一つとして捉える。そ
の貿易利得が得られる前提は発効した FTA の特恵関税またはゼロ関税を適用するこ
とである。しかし、FTA による貿易自由化は通常 10 年の期間がかかり、FTA 締結の
時点で実現できる利得ではない。 


























                                                 
18 「日本企業、止まらない韓国投資」、日経ビジネス 2012 年 3 月 14 日、
http://business.nikkeibp.co.jp/article/topics/20120312/229689/?bpnet。 
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21 世紀の FTA 締結趨勢下の東アジアにおける新経済統合の進展の
うち、日本と台湾は其々の FTA/EPA のネットワークを積極的に構築
すべきであり、FTA ネットワークのハブ＆スポークのハブ地位の利
益を最大限に実現する。台日 EPA の締結は双方の FTA 貿易カバー率
を拡大でき、日本は 4.5% 増加して 22.1% に達し、台湾は 13.4% 増











                                                 
19 例えば、｢中国市場において、「中国と日本の双方に対する理解が深い」という要素
が台湾企業は他の NIES 企業以上に強い。｣、真家陽一「日台ビジネスアライアンス






















（寄稿：2012 年 8 月 8 日、採用：2012 年 9 月 12 日） 
                                                                                                         
の新潮流」、ジェトロ・オンラインセミナー、2012 年 1 月 17 日（日本貿易振興機構、
2012 年）、http://www.jetro.go.jp/world/seminar/120101/speed/index.htm。 
20 Ryuhei Wakasugi and Takashi Natsuhara, “Productivity and FDI of Taiwan Firms A review 
from a nonparametric approach,” RIETI Discussion Paper Series, 12-E-033 (May 2012). 
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This article reviews the economic and trade exchanges between Taiwan 
and Japan, examines the relationship shared between the two nations and 
identifies directions for future economic and trade development. A review of 
Taiwan-Japan trade data and balance of payments and evolution of foreign 
direct investments is conducted, allowing for a glimpse into economic and 
trade exchange trends of the past. Recent international balance of payments 
between Taiwan and Japan are also studied to identify the status quo of 
economic and industrial relations between the two nations, confirming that 
the basic model of importing technology, capital goods, and key components 
from Japan has not changed amid Taiwan’s economic growth in its post-war 
era. Interestingly, the trade structure between Taiwan and Japan indicates the 
complementary nature of industries in both nations. 
When discussing the imbalanced balance of payments between Taiwan 
and Japan, China cannot be ignored. The differing production technology 
structure between Taiwan-Japan and China-Japan relations mirrors the 
differing trade structure between the nations. Interestingly, this difference has 
contributed to new opportunities in international division of labor and trade 
development between Taiwan, Japan, and China. Looking into the 
development of Japan-Taiwan industrial relations after the East Japan 
Earthquake disaster, Taiwan should fully assist Japanese corporations in 
overcoming their six major predicaments in and rebuilding Japan’s industry 
supply chain. This study supports the signing of Taiwan-Japan Free Trade 
Agreement/Economic Partnership Agreement and reconstructing Taiwan- 
Japan strategic economic cooperation relations via rebuilding Japan’s supply 
chain networks.  
 
Keywords: Trade Structure, Industry Structure, Balance of Payments, 
Taiwan-Japan Free Trade Agreement/Economic Partnership 
Agreement, Supply-chain 
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